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第1期中期計画の重点施策

重点1 WITHコロナ・POSTコロナ時代の安全・安心
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第1期中期計画の重点施策

重点2 みんなでつくる子育て・子育ちにやさしい地域共生社会
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第1期中期計画の重点施策

重点３ 活力あふれる産業振興と未来への投資
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

第1期中期計画の土台となる取組

土台１ 時代の潮流を捉えた市政運営

２．第１期中期計画の土台となる取組総括（案）





第1期中期計画の土台となる取組

土台２多様な主体との連携・協働と担い手づくりの推進





第1期中期計画の土台となる取組

土台３ 将来を見据えた持続可能な行財政運営



【重点施策の設定目的】
将来的な目標である「目指す都市像」の実現に向け、第１期中期計画での成果や課題、アンケート等から見える

市民ニーズ、さらには社会情勢等の変化を的確に捉え、「今なすべきこと」「次の４年間で重点的に取り組むべき施策」
を明確にし、戦略的かつ着実な推進を図るために「重点施策」を設定する。

３．新たな重点施策設定までの流れ

【第１期中期計画の取組成果・課題】 【アンケート等による市民ニーズ】 【社会情勢等の変化】

•

•

•

•

•

上記の要素を踏まえて重点施策を設定



○調査期間
令和７年６月１３日（金） ～７月４日（金）

○調査対象
宇治市在住の１８歳以上の方から無作為抽出した３，０００人

○調査方法
調査票又はインターネットによる回答

○回収状況
配布数：３，０００件
有効回収数：８１６件（郵送：６９８件、WEB：１１８件）
回収率：２７．２％

○アンケート対象者と回収結果

４．新たな重点施策検討に係り考慮すべきポイント（アンケート等による市民ニーズ）



問７ 宇治市への定住意向

※回答割合は、小数点第2位を四捨五入しているため、合計が100.0％にならない場合があります。

3.9ポイントup
宇治市に住み続けたいと
回答した市民の割合

前回調査（令和３年度） 今回調査（令和７年度）

宇治市に
住み続けたい

70.8％

宇治市に
住み続けたい

66.9％

n=816 578 40 187 11
100.0 70.8 4.9 22.9 1.3
n=7 57.1 - 42.9 -
n=46 56.5 13.0 30.4 -
n=55 74.5 3.6 21.8 -
n=73 64.4 2.7 31.5 1.4
n=139 62.6 9.4 28.1 -
n=133 67.7 4.5 27.8 -
n=200 79.0 2.5 18.5 -
n=150 80.7 4.0 14.7 0.7
n=13 30.8 - - 69.2

n=939 628 52 258 1
100.0 66.9 5.5 27.5 0.1
n=15 46.7 6.7 46.7 -
n=56 46.4 17.9 35.7 -
n=80 51.3 12.5 36.3 -
n=147 59.2 7.5 33.3 -
n=133 62.4 6.0 31.6 -
n=154 74.0 1.9 24.0 -
n=232 75.0 2.6 22.4 -
n=120 79.2 1.7 18.3 0.8
n=2 50.0 50.0 - -



問８ 宇治市への愛着や誇り

5.0ポイントup
宇治市への愛着や誇りを

持っていると回答した市民の割合

前回調査（令和３年度） 今回調査（令和７年度）

宇治市への
愛着や誇りを
持っている

63.7％

宇治市への
愛着や誇りを
持っている

58.7％

n=816 520 63 223 10
100.0 63.7 7.7 27.3 1.2
n=7 42.9 14.3 42.9 -
n=46 56.5 19.6 23.9 -
n=55 63.6 9.1 27.3 -
n=73 57.5 8.2 34.2 -
n=139 67.6 8.6 23.7 -
n=133 56.4 6.8 36.8 -
n=200 68.5 5.5 25.5 0.5
n=150 70.0 6.7 23.3 -
n=13 23.1 - 7.7 69.2

※回答割合は、小数点第2位を四捨五入しているため、合計が100.0％にならない場合があります。

n=939 551 70 314 4
100.0 58.7 7.5 33.4 0.4
n=15 46.7 20.0 33.3 -
n=56 57.1 8.9 33.9 -
n=80 47.5 18.8 33.8 -
n=147 51.0 10.9 38.1 -
n=133 57.9 4.5 36.8 0.8
n=154 62.3 7.8 29.2 0.6
n=232 63.8 3.0 32.8 0.4
n=120 64.2 4.2 30.8 0.8
n=2 50.0 50.0 - -



 上下水道や防災、河川・治水、消防・救急など、市民の「安全・安心」に関する分野の重要度が高い結果となった
⇒

 宇治茶や歴史、文化の継承、景観に関する満足度が高い一方で、道路整備や交通安全、交通バリアフリーなどに関しては満
足度が低い結果となった
⇒ 宇治茶や歴史・文化、景観といった宇治市の伝統的な魅力あるまちづくりへの市民の評価が高く、これまでのまちづくりの

方向性が一定の成果をあげているといえる。
一方で、道路整備や交通安全、バリアフリーなど、日常生活の利便性や安全性に関する分野では、市民のニーズに対して
十分に応えきれていない可能性があり、今後は、更なる高齢化の進行を見据え、誰もが安心できるインフラ整備や市街地
形成にも取り組む必要がある。

「安全・安心」に対する市民ニーズが高く、今後も誰もが安全・安心に暮らせる環境の実現に向け、重点的に取り組んで
いく必要がある

今後の重要度が高い分野

満足度が低い分野
1 道路

2 交通バリアフリー

3 交通安全

4 事故防止

5 市街地形成

1 上下水道

2 防災

3 河川・治水

4 消防・救急

5 防犯



ワークショップ等による意見の聞き取りについて

【ワークショップ等の実施目的】
６月に実施した市民アンケートでは抽出しきれない、より具体的な意見やアンケートの回答者
年齢構成比が低い若年層の声を把握するための手法としてワークショップ等を実施。

⇒60歳代以上の回答者年齢構成比が約６割（59.2％）となっており、若年層の意見を
計画に反映させるには、アンケート以外の手法による意見の聞き取りが重要である。

市民アンケートの回収結果



ワークショップ等の実施状況について

6/11（水）＠城南菱創高校
宇治市のまちづくりに関する講座 + 高校生視点のアイデア等を収集

 高校生

6/24（火）＠京都文教大学
宇治市のまちづくりに関する講座 + 基本構想を実現するためのアイデア等を収集

 大学生

7/23（水）＠市⾧とにぎわいミーティング
市⾧と若者との直接対話形式での意見交換会を実施

 大学生等

7/10（木）＠鳳凰大学（65歳以上の市民を対象とした生涯学習の場）
宇治市のまちづくりに関する講座 + 安全安心・地域共生社会の実現に向けた意見等を収集

 高齢者

市⾧とにぎわいミーティングの様子

（主な意見）
• もっと「子育て子育ち支援」が充実したまちになってほしい

取組例：ICTの利用促進、勉強できる場所やボール遊びができる公園を増やしてほしい、
子どもを見守りながら働ける場所がほしい、学費支援を充実させてほしい

• 宇治市はシビックプライド（地域への誇り）が強い人が多いのが強み
• 20年後30年後も住み続けたいと思える宇治にするためには、コミュニティづくりが重要
• 人口減少対策：実効性のある少子化対策の実施と企業誘致に取り組んでほしい
• 安全対策：防犯カメラ設置と交通安全の確保に取り組んでほしい
• 高齢者支援：交通手段の確保と生活支援の充実に取り組んでほしい



５．新たな重点施策検討に係り考慮すべきポイント（社会情勢等の変化）

 日本の総人口は減少傾向にあり、2025年で約1億2,360万人とされ、2015年比349万人（2.75％）減少となる。
 本市においても同様に人口減少が進行しており、2015年の189,798人から2024年には179,860人と、約1万人（5.24％）

減少している。
 また、年齢構成についても、下記のとおり超高齢社会が進行する中、行政には的確な対応が強く求められている。

人口減少・少子高齢社会

宇治市人口ビジョンにおける年齢3 区分別人口



 スマートフォンやAI、RPAなどの普及により、高度なデジタル
化が進み、暮らしや働き方が大きく変化している。

 一方で、高齢者などデジタルに不慣れな方々への支援、
いわゆるデジタル・デバイド対策の推進や、さらにはサイバー
セキュリティ対策の強化についても重要な課題となっている。

デジタル技術の進化と発展

 テレワークや副業・兼業の拡大による柔軟かつ多様な働き
方が広く普及した。

 オンライン消費やECの利用増加、健康志向やウェルビーイ
ング意識の高まり等ライフスタイルも大きく変化した。

 教育面においても、オンライン授業やリモート学習の定着
等学び方も多様化している。

POSTコロナの様々な変化

 令和６年の能登半島地震をはじめとする大規模な地震
の頻発化や、地球温暖化に伴う台風や豪雨などの自然
災害の頻発化・激甚化・広域化に対し、防災・減災対策
の強化や地域のレジリエンス向上が急務となっている。

 地方創生や地域づくりにおいて、気候変動対策を組み込
んだ持続可能な取組が求められている。

自然災害や気候変動リスクの増加

 東京圏へのヒト・モノ・カネの集中が続き、地方での人口
減少や若年層流出、経済活動の低下が一層深刻化し
ている。

 地方の雇用創出や生活環境整備、関係人口・二地域
居住の推進など、地方の魅力発信と自立的成⾧が今後
一層求められている。

東京一極集中と地方創生

 自分らしい暮らしや働き方、地域との関わりを重視する人
が増え、都市部から地方への移住や関係人口の増加と
いった新たな地域参画スタイルが広がっている。

 多様性（ダイバーシティ）尊重や包摂的な社会の実現が
社会課題として重視されるようになった。

価値観の変化

 エネルギー・食品など生活必需品を中心に物価上昇が続
き、市民生活への負担が増大している。

 物価高騰に対応するための賃上げの動き等が広がりつつ
あるが、実質的な購買力回復には至っていないという課
題がある。

 今後も市民生活の安定と経済活性化の両立が大きな
社会的課題である。

物価高騰や賃上げ等の市民生活を取り巻く
経済情勢の変化



６．重点施策設定に向けた考え方
重点施策の設定にあたっては、国の「経済財政運営と改革の基本方針2025（骨太方針）」や京都府総合計画の

方向性を踏まえつつ、宇治市として今後４年間で重点的に取り組むべき施策を、第１期中期計画における取組成果
や課題、市民アンケート等から抽出した市民ニーズ、さらには社会情勢等の変化を的確に捉えるとともに、第１期中期
計画からの市政の連続性を意識して検討する必要がある。
国の骨太方針では、「気候変動に伴い激甚化・頻発化する気象災害」への対応として、防災・減災および老朽化施

設対策を含む国土強靱化を切れ目なく推進すると明記されており、また、少子高齢化への対応策では、今を生きるそし
て将来生まれるすべての子ども・若者の最善の利益を第一に考え、こども・若者のウェルビーイングを高める旨が強調され
ている。加えて、GX・DX推進による新産業創出や広域交通・交流インフラの整備も地方創生の柱に位置付けられてい
る。
京都府の総合計画においても、「健康・医療・福祉、安心安全」、「子育て、共生」、「産業、交流連携」といった分

野を重点的に取り組み、「あたたかい京都づくり」を目指した地域づくりを進める旨が記載されている。
これらの国や府の動きを踏まえながら、宇治市としても、人口減少や超高齢社会といった構造的課題に真正面から

向き合い、「目指す都市像」の実現に向けた次なる段階へと着実に進展させるため、３つの重点施策を位置付ける。

国の骨太方針



近年頻発化・激甚化・広域化する自然災害への備えや犯罪や非行が起こりにくい地域づくりなど、市民の命と暮らし
を守る防災・消防・防犯体制の強化を進めるとともに、気候変動等が引き起こす豪雨災害への備えや脱炭素社会の
実現など、気候変動リスクに対応した強靭で安全・安心なまちづくりを推進し、「災害に強いまちの土台」を築きます。

⇒名称案 災害に強く気候変動に適応した安全・安心なまちの実現

重点施策①

人口減少及び超高齢社会といった大きな課題に直面する中で、子育て支援や教育の充実にとどまらず、多世代が支
え合い、多様な性や生き方を尊重しながら、誰一人取り残さない地域社会の実現に向け、「みんなが豊かに生きる地
域」を目指します。

⇒名称案 子どもをまんなかに世代を超えて誰もが活躍できる地域共生社会

重点施策②

地域資源を活かした産業・観光の振興と、誰もが使いやすく、地域の活性化につながる交通・都市インフラの整備を
通じて、賑わいと交流を生み出し、将来にわたって持続可能で魅力ある都市の実現に向け、「未来へつなぐ発展基
盤」を整えます。

⇒名称案 賑わいや交流を生み出し未来へつなぐ都市基盤整備と産業・観光振興

重点施策③

宇治市の重点施策（案）



７．新たな重点施策（案）
重点① 災害に強く気候変動に適応した安全・安心なまちの実現

施策のポイント
 激甚化・頻発化・広域化する自然災害への対応強化
 防災体制、消防体制や防災情報伝達手段の充実
 地域と共につくる犯罪が発生しにくいまちづくり
 将来にわたり安全な水の安定供給を維持するための水道基盤の強化
 ゼロカーボンシティに向けた取組推進（「市民と築くゼロカーボンのまち宣言」R4.3）

主な分野：防災・河川、防犯、環境、上下水道

第１期中期計画からの主な変更点
 全国で深刻化している上下水道管の老朽化問題への対応を追加
 新型コロナウイルス感染症の５類移行等を踏まえ、名称含め「コロナ」に関する文言を削除するとともに、「観光」分野を重点１

ではなく重点３に紐づける

（前回）WITHコロナ・POSTコロナ時代の安全・安心      ⇒ 災害に強く気候変動に適応した安全・安心なまちの実現

① 感染症拡大防止の徹底 1 感染症拡大防止に関する対応 1 災害に強いまちづくり
1
3
防災、河川・治水
消防

1 地域経済や地域社会の回復・発展にかかる支援 2 犯罪や事故が起こりにくいまちづくり 2 防犯、事故防止

2 WITHコロナ・POSTコロナ時代の観光振興 30 観光 1 自然災害に備えた上下水道の構築 5 上下水道

3 加速するデジタル社会への対応 2 ゼロカーボンシティ実現に向けた取組推進 4 環境保全、ごみ減量

1 災害に強いまちづくり
1
3
防災、河川・治水
消防

2 犯罪や事故が起こりにくいまちづくり 2 防犯、事故防止
3 地球温暖化対策の推進 4 環境保全、ごみ減量

主な分野

ー

施策の視点

②
コロナを乗り越え躍動
する社会への支援

③
市民の命を守る安
全・安心の確保

②
気候変動に適応した

まちづくり

ー

ー

市民の命を守る安
全・安心の確保

①

施策の柱 施策の視点 施策の柱主な分野



重点② 子どもをまんなかに世代を超えて誰もが活躍できる地域共生社会
施策のポイント
 乳幼児教育・保育支援センター（R7開設）や宇治西小倉学園（R8開校）、中宇治地域市民協働推進拠点
（R8以降設計）の整備による子育て環境の充実や地域共生社会の推進

 「宇治市子どもまんなかプラン（R7.3策定）」に基づく妊娠中から出産、子育て期までの切れ目ない支援
 小中学校のICT環境整備や体育館等空調整備等、豊かな学びを支える学習環境の整備促進
 健康寿命の延伸や高齢者の社会参加の促進等、超高齢社会における健康づくりの推進
 地域共生社会の実現に向けた取組（市民や地域が抱える生活課題をみんなで解決できる仕組みづくり等）

主な分野：子育て環境、
学校教育、健康づくり

第１期中期計画からの主な変更点
 超高齢社会の更なる進行を見据え、今後一層重要となる地域共生の取組を力強く推進していく姿勢を明確にするため、施

策の視点の名称を「人生100年時代の地域共生」へと変更
 施策の視点「誰もが住みやすい地域づくり」に医療保険や介護、相談支援等の分野を追加

（前回）みんなでつくる子育て・子育ちにやさしい地域共生社会 ⇒ 子どもをまんなかに世代を超えて誰もが活躍できる地域共生社会

1 地域からはじめる子育てにやさしいまち 1 地域からはじめる子育てにやさしいまち

2
就職・結婚から出産、子育てまで切れ目
のないサポート体制の構築

2
就職・結婚から出産、子育てまで切れ目
のないサポート体制の構築

1 乳幼児期の教育・保育の充実 1 乳幼児期の教育・保育の充実

2 児童生徒の学びの場の創出
8
9
学校教育
学校教育環境

2 児童生徒の学びの場の創出
8
9
学校教育
学校教育環境

3 地域全体で支える子どもの育ち 10 家庭・学校・地域の協働 3 地域全体で支える子どもの育ち 10 家庭・学校・地域の協働

1 地域力を育む仕組みづくり
11
16
地域コミュニティ
学べる環境

1 地域力を育む仕組みづくり
11
16
地域コミュニティ
学べる環境

2 地域ぐるみで進める共生社会

12
13
14
17

地域福祉（地域共生）
健康・保険（健康づくり）
高齢者福祉（生きがい）
スポーツ

2 人生100年時代の地域共生

12
13
14
17

地域福祉（地域共生）
健康・保険（健康づくり）
高齢者福祉（生きがい）
スポーツ

3 誰もが住みやすい地域づくり 24 交通 3 誰もが住みやすい地域づくり

13
14
15
24

健康・保険（医療保険）
高齢者福祉（介護）
障害者福祉（相談支援）
交通

子どもが育つ環境づくり

ー ー

主な分野施策の視点主な分野

子育て環境
子どもの成⾧・発達

子育て環境
子どもの成⾧・発達

② 子どもが育つ環境づくり ②

6
7

③ 誰もが住みやすい共生社会 ③ 誰もが住みやすい共生社会

6
7

① 子育てにやさしいまちづくり ① 子育てにやさしいまちづくり

施策の柱 施策の視点 施策の柱



重点③ 賑わいや交流を生み出し未来へつなぐ都市基盤整備と産業・観光振興
施策のポイント
 安田町地区における産業立地の促進等、次世代に向けた産業基盤整備
 インバウンド対策の推進やオーバーツーリズムの未然防止等の新たな課題への対応
 ニンテンドーミュージアム（R6.10開館）や天ケ瀬ダムかわまちづくりの取組推進など、新たな観光資源を活かした周遊観光
の活性化

 地域の活性化につながる道路等のインフラ整備
 道路ネットワーク強化による広域連携の推進
 「宇治市未来につなぐ都市づくりプラン」（R6.3策定）に基づく持続可能なまちづくりの推進

主な分野：産業、市街地形成、
文化、観光

第１期中期計画からの主な変更点
 「観光」分野に関する取組を施策の柱「賑わいや交流を生み出す産業・観光振興」に追加

（前回）活力あふれる産業振興と未来への投資 ⇒ 賑わいや交流を生み出し未来へつなぐ都市基盤整備と産業・観光振興

1 市内商工業の発展・成⾧ 21 産業 1 市内商工業の発展・成⾧ 21 産業
2 新たな時代の観光振興 30 観光

3 雇用の創出と安定
12
15
21

地域福祉（就労支援）
障害者福祉（就労支援）
産業

3 持続可能な農林業の実現 22 農林水産業 4 持続可能な農林業の実現 22 農林水産業
4 茶業の継承・発展 27 宇治茶 5 茶業の継承・発展 27 宇治茶

1 交流基盤の整備
24
25
交通
市街地形成

1 交流基盤の整備
24
25
交通
市街地形成

2 賑わいの中心となる拠点づくり
21
26
産業
道路

2 賑わいの中心となる拠点づくり
21
26
産業
道路

主な分野施策の視点

②
将来の発展につなが
る基盤整備

②
将来の発展につなが
る基盤整備

① 活力あふれる産業振興
2 雇用の創出と安定

地域福祉（就労支援）
障害者福祉（就労支援）
産業

12
15
21

①
賑わいや交流を生み
出す産業・観光振興

施策の柱 施策の視点 施策の柱主な分野


